
























































































































































































































































































































































































































































































































（Principles for International Commercial Contract =国際商事契約原則）、
















































































































































































































































































































（39）　LG Ellwangen Urt. V. 13. 12. 2002。この判例につき、全面的に今西康人・
前掲注38に依拠した。
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第３章　わが国における瑕疵修補請求権
序
　これまで、わが国における瑕疵担保分野の状況を整理し、現行ドイツ民
法の新構造による追完請求権の扱いにつき見てきた。両民法典の違いは、
物の性質、契約構造の理解の二点が大きな違いと言えよう。現行ドイツ民
法では追完請求権の一態様として瑕疵修補請求権が認められることは第２
章で論証したが、わが国において同じ事案を解決しようとしたならば、瑕
疵修補請求権はどのように扱われるのだろうか。第１章で見てきたわが国
の議論状況によれば、国際的潮流の高まりもあって、契約責任説に沿った
理論を前提に解決が模索されている。
　まず、第２章で紹介したブラウンシュバイク高等地方裁判所の事例を取
りあげ、わが国の法理論の元ではどのように扱われるのかを検証する。こ
の結果を踏まえ、次に瑕疵担保法を改正対象と見たとき、どのような改正
が加えられるのか、またどのように改正されるべきかを考察する。そして
最後に、わが国における瑕疵担保法の未来を提示したい。
１）ドイツにおける事例の扱い
　現在のわが国における瑕疵担保法の状況は第１章で述べた通りである
が、実際のところ、瑕疵修補責任は現状で認められる余地はあるのか。第
２章で取り上げたドイツにおける追完請求権に関する事例であるが、これ
が日本ではどう取り扱われるか。まずこの点につき論証する。
　わが国ならびに諸外国において、中古車は不代替的特定物とみなされ
る。ならば、本件売買は特定物売買における性状の瑕疵と見ることができ
る。単純に民法570条における瑕疵担保責任をそのままに適用するなら
ば、買主に解除権又は損害賠償請求権が認められる余地のあることにつき
疑問がない。問題は、追完請求の可否である。
　売買瑕疵担保責任が問題となった事案につき、追完請求に類する請求が
正面から認められた事例は現在のところない。第１章で触れた、修補金額
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相当分を損害賠償請求に含めたものが最も近いが、結局は追完請求を認め
たものではない、苦肉の判断であると言わざるを得ない。追完請求権は債
務不履行請求権の一態様として発生するものであるから、つまりは本件売
買目的物であるところの、中古車という不代替的特定物に債務不履行請求
をなすことが可能かという点に論議は帰着する。つまり、少なくとも法定
責任説に拠って立つ見解では、正面から追完請求を認めることは不可能で
ある。よって、契約責任説に拠ることとなる。
　契約締結時に定められた性状（正確には、保証された性状）を有しない
目的物を給付したのであるから、本件売買は不完全履行に陥ったことにな
る。この場合、買主は契約の本来的履行を求めることが可能であるため、
修補又は代物給付の請求ができるということになる。
　つまるところ、これまでの先行研究と同じく、「契約責任説ならば可能
である」という結論に行き着くしかない。現在、近時有力説と言われる契
約責任説ではあるが、現行民法の体系、ならびに判例、議論等これまで積
み上げられて来た経験を覆し、前面に描かれるには至っていない。一歩引
いて見るに、現状は法定責任説であると言えるほどにその有力性は失われ
ているし、翻って契約責任説であるというまでにも至っていない。かよう
に不安定な状況で議論だけが先行しているというのが私見であり、実務が
追いつくまでには更に時間がかかるだろうと予想される。それだけに現在
進められている民法改正の作業に期待がなされるのであるが、ではその作
業はどのようなもので、どのような解決法を示そうとしているのだろう
か。
２）改正対象としての瑕疵担保責任
　前項で、現行民法では明確な判断がしにくいということを論証した。現
状のままであれば時の経過によって緩やかにしか解決しないであろう。現
在改正作業が行われている新民法は、この瑕疵担保責任にどのような規定
をもって応えるのだろうか。民法（債務法）改正委員会は、現在のところ
その全ての範囲に渡ってはまだ検討が及んでいないが、法典が一つの方向
（1148）
108
性に沿って統一的に法を定める以上、ある程度の予想をすることは可能で
ある。民法（債務法）改正委員会の提供する報告、又は論文等を資料に、
検討を進めていく。
ⅰ）民法（債務法）改正委員会の見解
　民法（債務法）改正委員会は、瑕疵担保法の検討に着手したが、「最終
的にはこれについて、少なくとも今回は案を作らないことにした
（或）
」とい
う。その理由として、契約あるいはそこから生ずる債務への不適合という
概念を建てて、瑕疵担保をそこに吸収しようという考え方に対して、大筋
において各委員の合意が得られた
（粟）
」という点を挙げている。しかし、例え
ば請負契約における瑕疵担保については、売買契約とは違い固有のルール
ができあがっているため、そのような場合においては個別に規定を設ける
ことはあり得る。反面、「契約一般に関する問題としては、これを独立さ
せては取り扱わない」としている。委員会案としては、契約における「不
適合」概念を用い、これに瑕疵担保法の中心的問題を委ねると言うのであ
る。
　ここから、日本民法もドイツ新債務法、引いては CISG等に代表される
国際的、世界的な流れに沿うものとなるだろう、という方向性を見ること
ができる。第１章で述べたように、わが国も CISGを批准し、契約不適合
をもって売買契約の不履行とする国際的潮流に身を投じようとしている。
前述した民法（債務法）改正委員会の示した指針が以後も維持されるとす
れば、わが国における瑕疵担保責任は債務不履行責任に吸収され、契約適
合性を基準に判断されることになるだろう。また、第２章で見たドイツ新
債務法のように、物に瑕疵がある場合と明示される形で規定が置かれるか
は定かではないが、委員会において法に詳しくない「一般市民が読んでわ
かる民法を目指そう
（袷）
」という共通の了解があるならば、ドイツと同じよう
に条文という形で規定されそうではある。
ⅱ）モデルとしての現行ドイツ民法典
　以上の流れを俯瞰するに、ドイツ新債務法と限りなく近い形での規定が
なされるだろうと予想する。即ち、目的物の性質を特定物、あるいは種類
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物と区別するのではなく、ただ「物」と見て、契約の趣旨に照らし、当該
履行が適合性を有するか否かで判断するという構造である。契約不適合概
念を用いることで売主の義務が曖昧になり、契約時の当事者意思などいか
ようにでも解釈できるために危険である、という批判があるが、わが国の
現行民法401条において、債務者（売主）は中等の品質を有する物を給付
する義務がある旨規定されており、私見ではこれに準じて判断すれば良い
と考える。具体的には、契約締結時に特別な合意が認められる場合はとも
かく、そうでない場合にはその売買態様における中等の物を給付すれば良
いということである。１）で検討した事例に当てはめると、同種・同価格
の中古車であれば通常有しているであろう性状と認められる範囲で確定す
れば良い（売主が保証していた性状は当然に認められるべきであることは
言うまでもない）。
　ドイツにおいては、まず一次的な救済として追完請求、二次的に解除と
代金減額、と定めている。そもそも当事者はある一定の結果を想定し、こ
れを求めて契約を締結したのであり、ならばできる限りその目指した結果
に近い形での解決がなされることが望ましい。私見でも、法的救済として
考えられる解決方法で、最も原契約の成就に近い結果を出せるものは、修
補・代物給付等の追完によるものであると考えており、その限りでは、ド
イツのような形式での規定が最も私見に沿った解決を導けるだろう。そし
て、ドイツの規定が優れている点は、この点のみではない。第一次的な救
済方法には修補と代物給付の二つが挙げられているが、第２章で紹介した
通り、その請求には「売主にとって過大な負担とならないこと」が要件と
なっている。売主に修補を命じることが過大な負担を与えることになるな
らば代物給付を、また代物給付が過大な負担となるならば修補を、そして
その両方ともが認められない場合には、二次的救済として契約の解除、も
しくは代金減額請求を選択することができる。
ⅲ）選択肢としての追完請求権
　潮見教授も指摘する通り、追完請求権も債務不履行を理由として債権者
に与えられる救済手段のひとつであり、追完請求のような履行請求権を行
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使することも、填補賠償請求権を行使することも、基本的には自由であ
る。債務不履行が生じた場合、契約により獲得しようとした債権者利益を
どのような形で実現するか、つまり本来の債権者利益そのものの実現に固
執して履行請求するか、みずからの利益を金銭的価値において実現しよう
とするかについて、債権者の選択手段を縛ることは理由がない
（安）
。
　しかし、不履行となった契約を追完的に履行することによっても買主の
満足を到底得られないような場合はともかく、まだ当初に予定した通りの
満足が得られるのならば、追完によって原契約通りの履行を期待するのが
良いのではないか。反対に今更履行されたところで買主の満足が得られな
いような場合、買主は一次的救済を飛ばして、二次的救済を選択すれば良
いのである。両救済の違いは、期日を付すかどうかなのであって、まず一
次的救済を選択しなければならない道理はない。
３）これからの瑕疵担保責任
　そもそも瑕疵担保責任とは、特定物（奴隷）売買をモデルに生み出され
たものであるが、今日の商品取引社会においては、「むしろ種類物売買を
中核とした体系へと変換が行われるべきであ」る
（庵）
。種類物売買を中核とし
た体系へと転換がおこなわれるべきであり、それはつまり星野教授を初め
とする多数の論者が主張する、瑕疵担保を債務不履行責任へと統合した一
元的な体系である
（按）
。紹介した CISG、ドイツ新債務法などはまさにこれで
あり、民法（債権法）改正委員会があえて瑕疵担保に関する規定を置くこ
とを留保したのは、この一元化を見据えてのことである。改正後の瑕疵担
保責任制度は、それが債務の履行に関する規定に吸収されようがされまい
が、契約適合性を軸とした判断基準によりその理論構造を変えることにな
るだろう。この場合、瑕疵担保責任のような物の瑕疵だけでなく、他人物
売買のような権利の瑕疵についても契約不適合を理由に救済を主張できる
ように統合されると予想する
（暗）
。
　買主の権利を強化するだけでは、売主の利益を不当に損なう恐れがある
ということも失念してはいけない。ドイツ法に見られるが如く、一定の場
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合には売主に拒絶することができる権利を与える必要があろう。請求権の
限界という形で射程・範囲を画するだけでなく、債務者の拒絶権という形
で売主にも権利を与えるべきであろう。基本的には買主に追完請求権を与
えつつ、限定列挙の形式で売主に拒絶権を与えるのが良いのではないか。
ⅰ）追完請求権を肯定する理由
　瑕疵修補を認めることに何故意義を見出すのか。契約とは、当事者が互
いの合意に基づきひとつの目的、あるいは結果の実現に向けて行為をなす
ことである。瑕疵担保が問題となるとき、既に両当事者は目的達成のため
に何らかの行為をなしており、契約に付随する一定の出費、あるいは労務
を提供しているのであり、契約の解除がなされればそれらは無駄となって
しまう。この場合、損害賠償によって補填されると解することもできる
が、法定責任説の立場に立てば信頼利益しか賠償されず、買主が出捐した
負担を解消することができても、精神的な不満を解消することはできな
い。債務不履行が発生した時点で、買主を本来的契約により満足させるこ
とはできないのであるが、もし瑕疵修補がなされ、結果的に当初の契約の
本旨に従った履行がなされたならば、解除や信頼利益限定された損害賠償
に比べ、買主を満足させることができよう。そもそも、本来的に、契約は
履行されるべきなのである。今更履行がなされたところで、買主が契約に
よって期待した給付利益を満足させることができない場合は、追完請求を
せずに解除、あるいは損害賠償請求ができると解すれば、より買主の保護
を期することができる。売主保護の観点から見れば、現行ドイツ民法に見
られるがごとく、負うべき負担と修補にかかる費用を斟酌した上で請求を
認容するかの判断をすればそれで足る。解除という契約解消のみではな
く、追完、あるいは代金減額といった契約の完遂に向けた救済方法も選択
肢として与えても良いのではないだろうか。
４）小活
　現在のわが国における民法規定では、瑕疵修補を認めることは難しい。
少なくとも法定責任説では不可能であり、契約責任説で解決を目指すしか
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なさそうである。しかし一口に契約責任説と言っても、実に様々な理論構
成による見解に分かれているため、たとえ契約責任説を採用するとしたと
ころで解決する問題ではない。民法改正に向けて作業がなされている現
在、「法定責任説か契約責任説か」といった従来の議論ではなく、さらに
先の議論がなされるべきである。その意味で、民法改正によって瑕疵担保
法がどのような位置づけを与えられ、あるいは変容するのかを見据えての
議論が既になされている。
　民法（債権法）改正委員会によると、現時点では現行民法570条に規定
されている売買瑕疵担保責任につき、独自の規定を置くことを留保してい
る。これは新民法（債権法）の体系として、CISG等の国際法やドイツ新
債務法に見られる「契約適合性」概念を導入し、瑕疵担保を債務不履行に
取り込んだ、一元的な体系を構想していることに由来する。
　私見として、ドイツ新債務法における売買瑕疵担保の規定は、わが国の
新体系における売買瑕疵担保につき論じるにあたり、非常に有益と考え
る。そもそも契約とは、当事者が約定したある目的の実現に向けて行為を
なすことであり、契約の解除、あるいは債務の履行に代えての損害賠償な
どは、本来、契約締結時の当事者意思として目標と設定したものではな
い。債務が不履行に陥った時点で本来の約定した結果は得られなかったの
ではあるが、契約の目的が達せられることが未だに買主の給付利益を満足
させることができる限り、なるべく原契約の成就がなされるべきである。
この点につき、ドイツ新債務法は合理的、あるいは合目的的である。第一
次的に追完という本来の買主の給付利益を満足させるための請求権を与え
るということは、契約の本来的履行を第一に置くという意思の顕れであろ
う。もちろん、追完請求が売主に過大な負担を与える場合は売主が追完請
求を拒絶できるし、既に本来的給付が買主の給付利益を満足させることが
できなくなっているときは、期限を付しての解除も主張することができ
る。当事者意思の確定につき、意思という形のないものの確定は難しく、
危険性を孕んでいるとの指摘があるが、不明瞭な部分については同種の売
買契約態様から客観的に推定すれば問題は生じないだろう。
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註
（40）　前掲注１・124頁〔大村敦志発言〕
（41）　前掲注１・124頁〔大村敦志発言〕
（42）　前掲注１・106頁〔内田貴発言〕
（43）　潮見佳男「債権総論［第二版］Ⅰ―債権関係・契約規範・履行障害―」
（信山社・2003年）
（44）　潮見佳男「瑕疵担保責任の法的性質（2）―契約責任説の立場から」前
掲注４所収・17頁
（45）　星野英一・前掲注25
（46）　北居・前掲注30・28頁。また、ドイツ新債務法においても、433条におい
て「売主は買主に物の瑕疵と権利の瑕疵なく物を給付しなければならない」
と定められている。
結語
　これまで見てきたように、わが国の民法は、現行のままでは現実的に瑕
疵修補請求権を認めることは難しい。民法典の改正によってこの問題は解
消されることと思うが、実際にどのような形で解決がなされるのかはその
ときでないとわからない。
　そもそも、瑕疵修補を認めることに何故意義を見出すのか。契約とは、
当事者が互いの合意に基づきひとつの目的、あるいは結果の実現に向けて
行為をなすことである。瑕疵担保が問題となるとき、既に両当事者は目的
達成のために何らかの行為をなしており、契約に付随する一定の出費、あ
るいは労務を提供しているのであり、契約の解除がなされればそれらは無
駄となってしまう。この場合、損害賠償によって補填されると解すること
もできるが、法定責任説の立場に立てば信頼利益しか賠償されず、買主が
出捐した負担を解消することができても、精神的な不満を解消することは
できない。債務不履行が発生した時点で、買主を本来的契約により満足さ
せることはできないのであるが、もし瑕疵修補がなされ、結果的に当初の
契約の本旨に従った履行がなされたならば、解除や信頼利益限定された損
害賠償に比べ、買主を満足させることができよう。今更履行がなされたと
ころで、買主が契約によって期待した給付利益を満足させることができな
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い場合は、追完請求をせずに解除、あるいは損害賠償請求ができると解す
れば、より買主の保護を期することができる。売主保護の観点から見れ
ば、現行ドイツ民法に見られるがごとく、負うべき負担と修補にかかる費
用を斟酌した上で請求を認容するかの判断をすればそれで足る。
　契約当事者の意思をはかることが契約責任説、あるいは国際的見解が主
張することであるが、当事者意思をはかるならば、金銭的な面だけでな
く、精神的な面からの満足をはかろうとすることは、矛盾することではな
い。最初から追完請求権を排除するのではなく、現実的に可能である限
り、修補請求や代物給付といった追完による解決方法も選択肢のうちのひ
とつとして買主に与えておくことは、当事者間の利益関係を崩さない限
り、望ましいものである。故に私は不代替的特定物売買においても、可能
な限りで瑕疵修補請求権を認めるべきであると考えた。
　売買における瑕疵修補請求権は、現行民法570条における瑕疵担保責任
と関連して、これまでの長きに渡って議論されてきた分野である。その蓄
積された議論の一端を見ただけで、どれだけこの分野の描く未来像に近づ
けるものであるかは判然としない。しかし、完全ではないにしろ、売買瑕
疵担保法の歴史の数カ所にポイントを定め、現在までを線で繋いだ上で、
比較法というガイドレールによってその先に伸びていくであろうラインを
ある程度見定めることができると考え、論じてきた。多くの研究者が主張
するように、もはや現行民法の規律を前提とした瑕疵担保責任のみを論じ
る段階ではない。私見のみに拠らずとも、多くの論者がそう主張している
ことはここに至るまでに何度も触れてきた。その意味で民法改正を見据え
た論考は、「先駆的」では既になく、「現実的」なものであると言えよう。
この点で本稿がどれだけ有益な考察をすることができたかは定かでない
が、今後の民法改正、あるいはパラダイム転換を見据えた、更なる理論の
展開を期待する。
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